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11,73511,927

合計

12,217

＜産業・経済＞

⑤老齢人口割合 （R８.１.１住基人口）

計

％

12,300

④有権者数（令和８年３月２日現在）

世帯数

女

女

24,201

人
口

②産業構造

9,651

4,501

①生産・所得（令和５年度）

9,765

男

29.5

第１次

千円

7.5 ％％3,308

老齢人口割合

区分

有権者数

総生産額（令和５年度） 就業人口（令和２年国調）

912

19,416

https://www.town.ibaraki-sakai.lg.jp/

0280-86-7521
猿島郡境町391番地1

境町（さかいまち）
町章 地域指定

近郊整備

〈 ＦＡＸ 〉

〈e-mail〉

類型

〒 306-0495

〈 Ｈ Ｐ 〉
〈 ＴＥＬ 〉
〈 住所 〉

法人番号 3000020085464
公営企業

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
し尿　斎場　ごみ　コミュニティセン
ター　運動場　消防　養護老人ホー
ム　特殊堪水防除

ｋ㎡

法適用（上水　公共下
水　農業集落排水）

一部事務組合加入事業

hisyo@town.ibaraki-sakai.lg.jp
地方公共
団体コ－ド

0280-81-1300

Ⅴ－１ 面積085464

＜概要＞

46.59

②議会（令和８年５月１日現在） ②地勢・風土等

50 期目

昭和30年３月16日　合併
境町　長田村　猿島村　森戸村　静村

長

歳） 就任回数
橋本　正裕

③人口・世帯数30

公営事業
会計関係

現議員数条例定数

令和12年3月2日

　境町は、茨城県の西南部、首都圏50km圏内に位置し、町
の西南部を利根川が流れている。
　本町は古くは利根川随一の河岸のまちとして栄えた。平
成29年の圏央道茨城県内全線開通により、車で東京や成
田へ１時間と交通の便が向上。東京駅行きの高速バスの運
行開始や、境古河IC周辺開発により、観光交流拠点の整備
や企業誘致など、物流・交通の要所として発展が期待され
るなか、「自然と近未来が体験できるまち」の実現に向け
て、スピード感のあるまちづくりを進めている。

①長等（令和８年５月１日現在）

副町長

4

任 期はしもと　まさひろ

①沿革

＜行政組織＞

野尻　智治

51.3

全職員数
の  推  移

223 193

3,221 百円

235

96.7 96.7

231 225

平成２７年

国勢調査

令和２年

男 12,153

847

＜町長＞－＜副町長＞
政策統括部
├秘書広聴課（多文化共生推進室）
├地方創生課
└立地推進課
総務部
├総務課（情報システム室）
├財務課（管財室）
└税務課（収納対策室）
産業政策部
├商工政策課（ふるさと納税推進室、FC推進室、勤労青少年ホーム）

└農業政策課
危機管理部
└防災安全課（環境対策室）
町民生活部
├住民課（人権・協働ハーモニー室）
├子ども未来課
└健康推進課
福祉部
├社会福祉課
├介護福祉課
└保険年金課
建設部
├建設課
├都市計画課
└上下水道課

＜会計管理者＞
会計課

＜議会＞
議会事務局

＜教育長＞
教育委員会
├教育学習課 （中央公民館、歴史民俗資料館、ふれあいの里、文化村公民館）

└学校給食センター

＜行政委員会＞
├選挙管理委員
├監査委員
├農業委員会
├固定資産評価審査委員会
└坂東市外２か町公平委員会

163

3,562

6,821

(百万円・人）

2.5

岩﨑　博

1212

③職員数（令和７年４月１日現在）

うち一般行政関係
普通会計関係全職員数

党　派　別

任　　　　期

（人）

公明1人、無所属11人 

令和11年7月2日 人人

副議長倉持　功議　　　　長

レタス、ねぎ、カリフラワー、さしま茶、梅山豚、常陸牛

④特産物

従業者数

令和5年4月1日令和4年4月1日 令和6年4月1日

区分
地域手当
補正後
ラス指数

平成２２年

12,909

12,805

④機構図（令和８年４月１日現在）

44,481

市町村内
総生産 1,307 億円

一般行政職の
平均給料月額

ラスパイレ
ス指数

－

（令和６年６月１日）

農業就業人口

1,480

7,923 9,5688,722

24,517

12,274

8,061

25,714

常住人口

（令和８年４月１日）

住民所得

人口1人当り住民所得

億円

193

－ 12,234

（戸・事業所・人・百万円）

121,037

製造品出荷額等

105

農家数

130,727

％

（R5.1.1～12.31）
事業所数

990

主業農家数

55.8

③農業・工業・商業

第２次

67,061 ％第３次

36.859,126 45.2 ％

％

（令和４年６月１日）
1,718

2,935

（R3.1.1～12.31）

292

事業所数
年間販売額 

従業者数

農業

卸・小売業

（令和２年２月１日）

製造業

総額・総数

86



＜特色ある行政＞
・防犯カメラ設置助成事業 ・定住化促進事業 ・子育て世帯等定住促進事業
・移住促進奨励金事業 ・公共交通ネットワーク構築事業
・自動運転バス運行事業 ・オンデマンドバス運行体制等構築事業
・ホノルル交流事業 ・（仮称）境町地域活性化宿泊施設整備支援事業
・アーバンスポーツ世界大会等実施事業【新規事業】
・（仮称）さかい食と和の拠点施設整備事業【新規事業】
・（仮称）さかいグリーンスムージー開発拠点施設整備事業【新規事業】
・医療費助成事業（マル境） ・赤ちゃん紙おむつ等購入費助助成事業
・境町子育て応援入学祝い金等支給事業 ・自然体験プログラム実施事業
・保育園・認定こども園副食費・主食費無償化補助事業
・保育士確保のための給与アップ事業 ・医療的ケア児保育支援事業
・教育・保育施設英語活動指導員派遣事業【新規事業】
・フレイル予防推進事業【新規事業】 ・デジタルサロン運営事業【新規事業】
・健幸マイレージ事業 ・葉酸サプリプロジェクト事業 ・歩活プロジェクト事業
・小学生向け運動等サポート事業
・熱中症対策ウオッチ配布事業【新規事業】 ・子ども食堂助成事業
・返還免除型奨学金貸付事業
・小学生向けＢＭＸフリースタイル教室開催事業
・高度デジタル人材育成事業【新規事業】
・アフタースクール学習支援事業【新規事業】
・スーパーグローバルスクール事業 ・英語検定補助事業
・オンライン英会話事業 ・町内小中学校給食費無償化

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

交通弱者をはじめとする地域住民の足を確
保するため、コースの新設など自動運転バ
スの運行事業を行う。

アーバンスポーツ国際競技イベント
「IBARAKI SAKAI Urban Sports Fes.」を行
う。

大手和食ブランド企業との共創による高付
加価値総菜の生産、農業連携による地域ブ
ランド化、体験型プログラムによる関係人口
の創出を一体的に実施可能な拠点施設を整
備する。

一歩先を行く英語教育に重点を置き、子ども
たちが本物の英語に触れ、コミュニケーショ
ン能力や国際感覚を習得することを目標に、
先進的な英語教育を推進する。

名　　称

R８

R８

R８
スーパーグロー
バルスクール事
業

か所

5

自動運転バス運
行事業

期間

か所10老人福祉施設

戸

か所

384

か所

％

130

＜主要施策等＞

公民館等

（百万円）

11.9

投資的経費

5,953

公債費

11.3

人件費

R８

概　 算
事業費

上水道等普及率

①主要施策実施状況

(14.21 )

△ 20.7

△ 6,364

△ 1.0

△ 969

589

153

426

（仮称）さかい食
と和の拠点施設
整備事業

アーバンスポー
ツ世界大会等実
施事業

18.1

公営住宅

9.8

％97.3

）

）

％

道路改良率 40.8 ％

64.1 ％

13病院・一般診療所

1

か所

か所

0

プ－ル

汚水処理普及率 76.3

道路舗装率

児童館

[97.4]

0

2 校

校

園

か所

園

0

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

体育館

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（令和６年度）

調定額 収入額

31.5 ）

1,184,871

32.0（

市町村民税・個人
（構成比）

区分

1,250,059

） (

321,881

市町村税合計
（国保除く）

94.8

[97.0]

(

か所2

3,763,654

98.8

[98.8]

96.7

[97.4]

96.3

1,890,925

50.2(

＜公共施設整備状況＞（令和６年度）

8.6

地方税

2,184

17,003

義務教育学校 ※１

うち補助

うち単独

3,197

13.6

図書館

小学校 ※１

中学校 ※１

-

△ 28.6

△ 29.1

3,907,048

）

保育所 ※１

5

認定こども園 ※１

2

校

幼稚園 ※１ 2

4

△ 463

△ 2,849

△ 27

△ 35

△ 6,800

25.1

61.3

0.1

3.5

3,796

31

－

984

うち繰入金

△ 23.311.9

8.3（ ）

1,955,953

50.1

△ 85,826

△ 8,685 -
固定資産税
（構成比）

市町村民税・法人
（構成比）

-

△ 166,593

△ 226,790

（

325,893

＜財政状況＞

（千円・％）

増減率令和５年度決算 令和６年度決算

△ 19.926,939,064

792,206

△ 20.4

-

27,731,270

①決算収支

区分

歳　　入 34,850,672

形式収支

33,637,018

1,213,654

決算額

歳　　　入

歳　　出

△ 46.6

214

3,764

地方交付税

国庫支出金

区　　分 構成比

27,731

（百万円・％）

増減率増減額

△ 20.4

地方債

うち臨財債

△ 0.9

10.9

△ 10.9

△ 3.4

△ 7,120－

7.9

13.7

△ 36

実質単年度収支

その他

単年度収支

②主な歳入・歳出（令和６年度）

643,530721,354実質収支

歳　　　出

義務的経費

26,939

6,948

△ 19.9

％ (19.21 )

9.8

△ 96811.9

540

7.3

22.0

△ 141

3.4907 △ 572

△ 6,698

635

2.0

2,640

1,974

3,197

467

177

17,789

926 3.4

△ 23.7

△ 23.2

実質赤字比率

3,053

③主要指標（令和６年度）

扶助費

△ 38.7

△ 26.3

-

うち繰出金

△ 821

普通建設事業費

その他の経費 66.1

△ 9

百万円

( 350.0 )

％経常収支比率

標準財政規模（令和７年度）

0.666

実質公債費比率

連結実質赤字比率

・健全化判断基準

[6.7]％ ( 25.0 )10.2

-

3,158

4,333

％24.1

10,794

財政力指数（令和７年度）

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

百万円債務負担行為支出予定額（B)

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

[93.0]

[23,010]

[27.8]

[5,771]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

地方債現在高（A)

百万円 [17,283]

[7,792]

[25,031]

9,619

[0.666]

・普通会計に関する主な指標

将来負担比率

88.1

6,984

百万円積立金現在高（C)
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